
議案第９０号 

   さいたま市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例

の一部を改正する条例の制定について

 さいたま市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の一

部を改正する条例を次のように定める。

  平成２８年５月２６日提出

さいたま市長 清 水 勇 人  

さいたま市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例

の一部を改正する条例

 さいたま市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平

成２４年さいたま市条例第６４号）の一部を次のように改正する。

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （地域との連携等）  （地域との連携等）

第５２条 ［略］ 第５２条 ［略］

２ 指定児童発達支援事業者（児童発達支援センタ

ーである児童発達支援事業所において、指定児童

発達支援の事業を行うものに限る。）は、通常の

事業の実施地域の障害児の福祉に関し、障害児若

しくはその家庭又は当該障害児が通い、在学し、

若しくは在籍する保育所、学校教育法（昭和２２

年法律第２６号）に規定する幼稚園、小学校（義

務教育学校の前期課程を含む。）若しくは特別支

援学校若しくは就学前の子どもに関する教育、保

育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１

８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定

子ども園その他児童が集団生活を営む施設からの

相談に応じ、助言その他の必要な援助を行うよう

努めなければならない。

２ 指定児童発達支援事業者（児童発達支援センタ

ーである児童発達支援事業所において、指定児童

発達支援の事業を行うものに限る。）は、通常の

事業の実施地域の障害児の福祉に関し、障害児若

しくはその家庭又は当該障害児が通い、在学し、

若しくは在籍する保育所、学校教育法（昭和２２

年法律第２６号）に規定する幼稚園、小学校若し

くは特別支援学校若しくは就学前の子どもに関す

る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法

律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規

定する認定子ども園その他児童が集団生活を営む

施設からの相談に応じ、助言その他の必要な援助

を行うよう努めなければならない。

 （指定通所介護事業所等に関する特例）  （指定通所介護事業所に関する特例）

第６１条 次に掲げる要件を満たした指定通所介護 第６１条 次に掲げる要件を満たした指定通所介護



事業者（さいたま市指定居宅サービスの事業の人

員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成２

４年さいたま市条例第６８号。以下「指定居宅サ

ービス条例」という。）第９１条第１項に規定す

る指定通所介護事業者をいう。）又は指定地域密

着型通所介護事業者（さいたま市指定地域密着型

サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例（平成２４年さいたま市条例第７３号。

 以下「指定地域密着型サービス条例」という。）

第６０条の３第１項に規定する指定地域密着型通

所介護事業者をいう。）が地域において児童発達

支援が提供されていないこと等により児童発達支

援を受けることが困難な障害児に対して指定通所

介護（指定居宅サービス条例第９０条に規定する

指定通所介護をいう。）又は指定地域密着型通所

介護（指定地域密着型サービス条例第６０条の２

に規定する指定地域密着型通所介護をいう。）（

以下「指定通所介護等」という。）を提供する場

合には、当該指定通所介護等を基準該当児童発達

支援と、当該指定通所介護等を行う指定通所介護

事業所（指定居宅サービス条例第９１条第１項に

規定する指定通所介護事業所をいう。）又は指定

地域密着型通所介護事業所（指定地域密着型サー

ビス条例第６０条の３第１項に規定する指定地域

密着型通所介護事業所をいう。）（以下「指定通

所介護事業所等」という。）を基準該当児童発達

支援事業所とみなす。この場合において、この節

（第５９条（第２４条第２項、第３項、第５項及

 び第６項の規定を準用する部分に限る。）を除く。

 ）の規定は、当該指定通所介護事業所等について

は適用しない。 

事業者（さいたま市指定居宅サービスの事業の人

員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成２

４年さいたま市条例第６８号。以下「指定居宅サ

ービス条例」という。）第９１条第１項に規定す

る指定通所介護事業者をいう。）が地域において

児童発達支援が提供されていないこと等により児

童発達支援を受けることが困難な障害児に対して

指定通所介護（指定居宅サービス条例第９０条に

規定する指定通所介護をいう。以下同じ。）を提

供する場合には、当該指定通所介護を基準該当児

童発達支援と、当該指定通所介護を行う指定通所

介護事業所（指定居宅サービス条例第９１条第１

項に規定する指定通所介護事業所をいう。以下同

じ。）を基準該当児童発達支援事業所とみなす。

この場合において、この節（第５９条（第２４条

第２項、第３項、第５項及び第６項の規定を準用

する部分に限る。）を除く。）の規定は、当該指

定通所介護事業所については適用しない。

 当該指定通所介護事業所等の食堂及び機能訓

練室（指定居宅サービス条例第９３条第２項第

１号又は指定地域密着型サービス条例第６０条

の５第２項第１号に規定する食堂及び機能訓練

室をいう。）の面積を、指定通所介護等の利用

者の数とこの条の規定により基準該当児童発達

支援とみなされる指定通所介護等を受ける障害

児の数の合計数で除して得た面積が３平方メー

トル以上であること。

 当該指定通所介護事業所の食堂及び機能訓練

室の面積を、指定通所介護の利用者の数とこの

条の規定により基準該当児童発達支援とみなさ

れる指定通所介護を受ける障害児の数の合計数

で除して得た面積が３平方メートル以上である

こと。

 当該指定通所介護事業所等の従業者の員数が、

  当該指定通所介護事業所等が提供する指定通所

介護等の利用者の数を指定通所介護等の利用者

の数及びこの条の規定により基準該当児童発達

支援とみなされる指定通所介護等を受ける障害

児の数の合計数であるとした場合における当該

指定通所介護事業所等として必要とされる数以

上であること。

 当該指定通所介護事業所の従業者の員数が、

当該指定通所介護事業所が提供する指定通所介

護の利用者の数を指定通所介護の利用者の数及

びこの条の規定により基準該当児童発達支援と

みなされる指定通所介護を受ける障害児の数の

合計数であるとした場合における当該指定通所

介護事業所として必要とされる数以上であるこ

と。

 この条の規定に基づき基準該当児童発達支援  この条の規定に基づき基準該当児童発達支援

  とみなされる指定通所介護等を受ける障害児に   とみなされる指定通所介護を受ける障害児に対



対して適切なサービスを提供するため、障害児

入所施設その他の関係施設から必要な技術的支

援を受けていること。

して適切なサービスを提供するため、障害児入

所施設その他の関係施設から必要な技術的支援

を受けていること。

 （指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する

特例）

 （指定小規模多機能型居宅介護事業所等に関する

特例）

第６１条の２ 次に掲げる要件を満たした指定小規

模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サー

ビス条例第８３条第１項に規定する指定小規模多

機能型居宅介護事業者をいう。）又は指定看護小

規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サ

ービス条例第１９２条第１項に規定する指定看護

小規模多機能型居宅介護事業者をいう。）が地域

において児童発達支援が提供されていないこと等

により児童発達支援を受けることが困難な障害児

に対して指定小規模多機能型居宅介護（指定地域

密着型サービス条例第８２条に規定する指定小規

模多機能型居宅介護をいう。）又は指定看護小規

模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス条

例第１９１条に規定する指定看護小規模多機能型

居宅介護をいう。）のうち通いサービス（指定地

域密着型サービス条例第８３条第１項又は第１９

２条第１項に規定する通いサービスをいう。以下

同じ。）を提供する場合には、当該通いサービス

を基準該当児童発達支援と、当該通いサービスを

行う指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地

域密着型サービス条例第８３条第１項に規定する

指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）又

は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（指定

地域密着型サービス条例第１９２条第１項に規定

する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所をい

う。）（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業

所等」という。）を基準該当児童発達支援事業所

とみなす。この場合において、この節（第５９条

（第２４条第２項、第３項、第５項及び第６項の

規定を準用する部分に限る。）を除く。）の規定

は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

ついては適用しない。

第６１条の２ 次に掲げる要件を満たした指定小規

模多機能型居宅介護事業者（さいたま市指定地域

密着型サービスの事業の人員、設備及び運営の基

準等に関する条例（平成２４年さいたま市条例第

７３号。以下「指定地域密着型サービス条例」と

いう。）第８３条第１項に規定する指定小規模多

機能型居宅介護事業者をいう。）又は指定看護小

規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密着型サ

ービス条例第１９２条第１項に規定する指定看護

小規模多機能型居宅介護事業者をいう。）が地域

において児童発達支援が提供されていないこと等

により児童発達支援を受けることが困難な障害児

に対して指定小規模多機能型居宅介護（指定地域

密着型サービス条例第８２条に規定する指定小規

模多機能型居宅介護をいう。）又は指定看護小規

模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス条

例第１９１条に規定する指定看護小規模多機能型

居宅介護をいう。）のうち通いサービス（指定地

域密着型サービス条例第８３条第１項又は第１９

２条第１項に規定する通いサービスをいう。以下

同じ。）を提供する場合には、当該通いサービス

を基準該当児童発達支援と、当該通いサービスを

行う指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地

域密着型サービス条例第８３条第１項に規定する

指定小規模多機能型居宅介護事業所をいう。）又

は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（指定

地域密着型サービス条例第１９２条第１項に規定

する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所をい

う。）（以下「指定小規模多機能型居宅介護事業

所等」という。）を基準該当児童発達支援事業所

とみなす。この場合において、この節（第５９条

（第２４条第２項、第３項、第５項及び第６項の

規定を準用する部分に限る。）を除く。）の規定

は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等に

ついては適用しない。

  ～  ［略］   ～  ［略］

   附 則

 この条例中第５２条第２項の改正は公布の日から、第６１条及び第６１条の２の改

正は平成２８年７月１日から施行する。


